
交通事業者等による周遊観光等促進事業費補助金

事業者からの質問と回答

質問 回答

本取り組みに共同で事業を実施する団体か

ら資金提供を受ける場合、補助対象経費から

控除しなければならないか。

また、その団体が本取り組みの共同事業者で

ある場合は、控除されないという理解でいい

か。

資金提供を受ける場合は、当補助事業に対す

るその他の収入に当たるので、補助対象経費

から収入額を控除するものとする。

また、共同で事業を実施する場合には、控除

する必要はない。

デジタルスタンプラリーの実施にあたり、ア

プリ上のシステム設定費用のほか、参加店舗

へQRコード掲出に係る交通費などの費用が

発生する。

設定や店舗まわり等の作業は、補助対象経費

に含めることはできるか。

企画に係る運営費と考えられるので、対象経

費となる。

デジタルスタンプラリー参加者に対して景品

等を用意する場合、物品等の景品購入代、景品

の制作代を、報償費として補助金対象経費に

含めることは可能か。

どの経費で計上するかは御社と購入先との契

約内容によるが、景品購入代、制作代、報償費

はいずれも対象経費となるので含めることは

可能。

デジタルスタンプラリー参加者への景品をポ

イントで進呈する場合、そのポイント原資は

補助金対象経費に含めることは可能か。

クーポン券のように、ポイントが利用された

分を御社から利用施設等に支払うのであれ

ば、対象経費となる。

企画している事業が、連携して事業を実施す

る乗合タクシー配車アプリ提供企業の旅行

代金に対する補助となるが、様式2-2号の適

用という解釈で問題ないか。

または、様式2-1号の連携先に記載されて

いればいいか。

様式第 2-1 号及び様式第 2-2 号、どちらの様

式で提出するかは実施主体によるが、協議会

やコンソーシアム等（以下、協議会等）を組

織して実施する場合には、様式第 2-2 号で提

出すること。ただし、様式第 2-2 号で提出

し、御社から乗合タクシー配車アプリ提供企

業（以下、連携企業）に対する補助とする場

合は、申請団体内での調達への支払いとなり

補助金交付の目的上ふさわしくないと考え

られるので、連携企業への補助分は対象外と

なる。そのため、補助対象とするためには、

様式第 2-2 号の適用という解釈は誤り。

連携企業に対する補助を対象経費に含め

るためには、連携先に連携企業を記載して様

式第 2-1 号で提出すること。

様式第４号については、今年度実際に運行が

あった実績を記入するという解釈でいいか。

様式第３号収支予算書に記載した予算額の

執行時期を見込みで記入すること。




